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日本における小学校英語教育の課題 

―フィンランドの英語教育と内発的動機づけの観点から― 

150548 早村 名奈 

 

 

序章 

 2011 年から始まった日本の小学校での英語活動は、現在 5 年生と 6 年生に限定して行わ

れている。これは 2002 年に文部科学省が英語でのコミュニケーション能力の必要性を公言

し、翌年に「英語が使える日本人」の育成のための行動計画を発表したことが強く影響し

ている。その後、文部科学省は 2008 年に 5 年生と 6 年生に通常授業として週に 1 時間の英

語教育を行うことを発表した。プログラムとして始まったのは 2011 年ではあるが、ほとん

どの小学校が 2008 年から英語活動をはじめ、それぞれの小学校が独自の方法で英語活動に

取り組んでいた。2017 年の新小学校学習指導要領において中学年での外国語活動、高学年

での外国語科の導入が告示され、2020 年には全面実施されることが決定している。 

 しかしながら本当に小学校から英語教育をするべきなのかという批判の声も多い。小学

生にとって英語を教えることよりも日本語をまずしっかりと教えるべきではないか。英語

という教科を増やすことでほかの教科の時間数が減ってしまうのではないか。英語の教育

法を学んでいない教師に英語を教えさせるのは難しいのではないか。自信のない教師に教

えられても、生徒の英語力は伸びないのではないか。このような声が増えているのも事実

である。このような問題があることから、本論文では小学校英語教育を主題として、問題

点を明らかにして改善策を検討する。その中でも、本論で注目するのは次の 2 点である。1

つ目は教師に関する課題である。現在小学校での英語教育は教科ではないため、小学校教

員の資格認定試験の科目に英語は含まれていない。そのため教師は英語の教育法を学ぶこ

とはないにもかかわらず、英語活動を施さなければならない。小学校での英語教育に関す

るよきモデルがないということ、小学校教諭に英語教育法を教える機会がないことが課題

としてあげられる。2 つ目の課題は小学生が英語を勉強する上での動機付けである。小学生

はどうして英語の勉強をするのかその動機を明確にすることは大切である。英語を勉強し

たい、英語が楽しいという内発的な動機によって英語を学ぶことこそ小学生にとってもっ

とも効果的な動機づけではないかと考えられる。そのため、どのようにして英語の楽しさ

を伝えることができるかが課題である。 

本論において小学校英語教育を扱う目的は現在の小学校での外国語活動における問題点

を明らかにし、英語教育の教科化にむけての解決策を提示することである。第 1 章では文

部科学省が掲げている小学校英語教育の教育方針を分析し、それに対して実際に小学校で

行われている英語活動の現状を確認していく。そして方針と現状を比較することから現在



178 

 

の小学校の英語教育の問題点を明らかにしていく。 

第 2 章ではフィンランドを取り上げていく。フィンランドを取り上げる理由については

章の中で詳しく述べていくが、フィンランドは英語教育に限らず、教育全般において非常

に優れているというのは世界的に有名である。そのフィンランドの教育体制を研究してい

くことで、日本の小学校英語教育に取り入れることができるかどうかを検討する。その中

でも特に教師に着目し、日本の小学校教諭が取り入れるべきことは何かを考える。 

第 3 章では小学生の学習に強い影響を与えるといわれている内発的動機づけについて取

り上げる。小学生という段階では誰かに強制されるのではなく、内面から沸き起こる喜び

からの行動が学習に大きな影響があるといわれている。そのため、内発的動機づけは小学

生に英語教育を施す上で重要な要素である。そこで内発的動機づけとは何かを定義づけし

た上で、内発的動機づけをどのように活用していくべきかを検討する。これらを踏まえた

上で、小学校の英語教育の問題点をどのように解決していくべきか、そしてより効果的な

教育方法を結論づけていきたい。 
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1. 日本の小学校英語教育の現状 

 本章では、日本で現在行われている小学校での英語教育に着目し、文部科学省が掲げて

いる教育内容や指導目標と実際に行われている英語教育を分析する。そしてこの 2 点を比

較することで見えてくる相違点から、現在の小学校の英語教育の問題点は何かを検証する。

まず第 1 節では日本の教育を統括している文部科学省に注目し、英語教育の歴史を確認し

た上で、学習指導要領から小学校英語教育の目的や方法について分析する。第 2 節では文

部科学省が教員や児童に向けて行ったアンケートをもとに実際に行われている英語教育に

対する意見から、文部科学省が掲げる英語教育との相違点を分析する。第 3 節では、第 1

節と第 2 節を比較することで、現在の小学校英語教育において改善しなければならない問

題点は何かを検討する。 

 

1‐1 文部科学省が掲げる小学校英語教育 

 本節ではまず小学校英語教育の成り立ちについて簡単に確認する。小学校で英語教育が

必修化となったのは 2011 年であるものの、文部科学省が小学校への英語教育導入に向けて

動き出したのは 1990 年代のことである。文部科学省（2017）はそれからの経緯について「小

学校外国語活動・外国語 研修ガイドブック」の中で以下の 4 つのステージに分けて説明し

ている。 

 第 1 ステージは 1992 年に文部省（当時）が大阪の小、中学校を研究開発学校として指定

し、「国際理解教育の一環としての英語教育の研究」を始めたことである。目的として「積

極的にコミュニケーションを図ろうとする態度の育成」、「実践的コミュニケーション能力

の基礎の育成」「言語や文化に対する理解・興味・関心を培う」があげられた。第 2 ステー

ジは1998年に総合的な学習の時間での英語教育が外国語活動として導入されたことである。

総合的な学習の時間の中で「国際理解に関する学習の一環としての外国語会話等」を行う

ことができるようになり、多くの小学校は外国人を招き、子供たちとコミュニケーション

をとらせるという外国語活動を導入した。第 3 ステージは 2008 年の外国語活動の必修化で

ある。2008 年の小学校学習指導要領において 5、6 年生に週に 1 時間（年間で 35 時間）外

国語活動を行うことが必修となった。外国語活動の必修化の目的として、コミュニケーシ

ョン能力を高めること、英語話者とのコミュニケーションが推奨された。第 4 ステージは

今後 2020 年に行われる英語の教科化である。2010 年の教育再生実行会議において、「小学

校の英語学習の抜本的拡充、実施学年の早期化、教科化、指導時間増」が盛り込まれたこ

とから、小学校への英語教育必修化への取り組みが始まった。そこから必修化に向けての

検討が進められている。 

 上記の 4 つのステージから考えられることは、小学校での英語教育を取り入れている学

校数が徐々に増え、必修になるまで英語教育が広まっているということである。また、多

くの段階においてコミュニケーションというキーワードが注目されている。また第 3 ステ

ージ以前と第 4 ステージを比較すると、興味や関心、積極性という意欲的な態度から、英
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語学習の抜本的充実、時間割の増大に変化していることから、児童の負担が大きくなるこ

とが予想される。英語教育の流れを確認することで、英語の教科化ということが英語教育

にとって大きな転換であるということが考えられる。 

 1998 年から始まった総合的な学習の時間の中での外国語活動と教科としての外国語のそ

れぞれの内容を確認する。文部科学省（2017）は外国語活動と教科としての外国語の目標

として同じものを掲げている。それは「知識及び技能」、「思考力、判断力、表現力等」、「学

びに向かう力、人間性等」の 3 つである。特に本節では「知識及び技能」に着目し、外国

語活動と外国語を比較し、同じ目標を持っている外国語活動と外国語であるが、内容にど

のような違いがあるのかを検討する。 

 「外国語活動」に関して、文部科学省（2007）によると外国語活動において「知識及び

技能」は実際に英語を用いた言語活動を通して、体験的に身に付けることができるように

することが大切であると述べている。その内容として、文部科学省は以下の 4 点を提示し

ている。言語を用いて主体的にコミュニケーションを図ることの楽しさや大切さを知るこ

と、英語の音声やリズムなどに慣れ親しむとともに、日本語との違いを知り、言葉の面白

さや豊かさに気付くこと、日本と外国との生活や習慣、行事などの違いを知り、多様な考

えがあることに気付くこと、異なる文化をもつ人々との交流などを体験し、文化等に対す

る理解を深めることである。これらの 4 つの項目から、外国語活動における「知識および

技能」というものは、英語という外国語に対して興味や関心を持ったり、外国の文化に親

しみを持ったりすることであると考えられる。またそこから日本の言葉や文化と比較する

ことも求められている。つまり、英語を聞ける、話せるというような技能的なことは求め

られていないということが理解できる。 

 次に教科としての外国語の内容を確認する。文部科学省（2007）によると教科としての

外国語における「知識及び技能」の項目は外国語活動と同様に 4 つの項目に分けられてい

る。それは音声、文字及び符号、語や連語及び慣用表現、文及び文構造である。この 4 項

目を技能別に分類してみると、音声は聞くこと話すこと、文字及び符号は書くことや読む

こと、他 2 つに関しては全 4 技能において重要になってくる項目であると考えられる。つ

まり教科化された外国語になると、「知識及び技能」において外国語活動のような意欲的な

態度ではなく、技術的な項目に焦点が当てられている。これが外国語活動との大きな違い

である。児童が教科化された外国語の授業を受けることで、英語の技術を身につけること

ができるとされている。つまり中学 1 年生に行っているような授業を小学校でやることに

なり、そのため、教員も同様に中学校教員と同様の技術が求められる。教員が英語を正し

く発音したり聞いたり、読み書きができたりするということが前提として考えられている。 

 外国語活動と教科としての外国語における「知識及び技能」の内容を比較すると、大き

な違いがあると考えられる。外国語活動は総合的な学習の時間内の活動であるため、評価

がなく児童は意欲があるかどうかが求められる。しかしながら教科としての外国語は、実

際に英語を聞けるかどうか、話せるかどうか、読み書きできるかどうかという技術的な面
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が問われ、その良し悪しが児童への評価となる。両者の学習内容に着目すると児童に求め

られることがまったく異なっていることが理解できる。 

 ここまで文部科学省が掲げている小学校英語教育の成り立ち、目標、内容について述べ

てきた。外国語活動と教科としての外国語活動は、目標は同じであるものの、内容が異な

っていることを確認した。外国語活動と教科としての外国語の両者に関して、細かく目標

や内容が決められていて、整っているように見える小学校英語教育であるが、実際の小学

校で行われている外国語活動はどのようなものであるのだろうか。文部科学省が掲げてい

る英語教育が実際の小学校で実現できているのだろうか。次節では文部科学省が行ったア

ンケートをもとに、実際に行われている英語教育を分析する。 

 

1‐2 小学校英語教育の実態 

 前節では小学校英語教育の成り立ち、文部科学省が実際に提示している小学校での外国

語活動や外国語の目標と内容について確認した。では実際に小学校で行われている外国語

活動とはどのようなものなのだろうか。教師は文部科学省が要求している内容を理解して

指導することができているのだろうか。そして児童は外国語活動に対してどのように思っ

ているのだろうか。 

 現在小学校では、総合的な学習の時間の中で外国語活動を 5 年生と 6 年生に各年間 35 時

間行うことが必修化されている。まだ外国語という教科として必修化されてはいないが、

国語や算数などの授業と同じように 1 クラス 30～40 人を対象に指導されている。そのため

外国語活動も教師 1 人もしくは 2 人が多数の児童に講義するというレクチャー方式で行わ

れている。よって 30～40 人の児童一人ひとりに対して教師はコミュニケーションをとるこ

とはできていない。基本的に教師が一方的に発言し、それに対して児童が反応したり発言

したりする、もしくは教師が提示したことに関して児童同士でコミュニケーションを取っ

たりという形になる。文部科学省が目標としていることは前節でも確認したように、英語

に触れて言語や文化の理解を深めること、そしてコミュニケーション能力を高めることで

ある。では現在のレクチャー方式によって、文部科学省が目標とするコミュニケーション

能力の向上を実現することができるのだろうか。 

文部科学省の小学校外国語活動実施状況調査（2014）によると、無作為に選ばれた公立

小学校の外国語活動を担当する教員 3,203 人のうち、主に外国語活動を指導している人の

73.5％が学級担任であった。そのほかにも、外国語活動専門に指導する小学校教員や、中学

校や高等学校の英語教員がその役を担うこともある。しかしながら、7 割以上が学級担任と

いうことは高い割合であるといえる。その学級担任の中でも、外国語活動に対する意識に

おいて、「おおよそのイメージはつかめている」と答えた人は 88.2％、「児童と一緒に楽し

んでいる」と答えた人は 91.5％にも及んでいる。しかしながら「自信を持って指導してい

る」と答えた人は 34.6％、「準備などに負担がある」と答えた人は 60.8％、「英語が苦手で

ある」と答えた人は 67.3％という結果になった。これらから考えられることは、実際授業
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では児童と楽しみながらコミュニケーションをとることができているものの、英語という

言語を教えることに対する自信のなさや言語を指導することへの不安があるということで

ある。それは小学校の教員資格認定試験に外国語活動の項目はなく、小学校の教師になる

ために英語を学ぶことは必須ではないことと関連してくる。つまり教師になってから英語

を教えるという現実に直面し、自ら指導方法を考えなければならない。この状況から上述

のような調査結果が出たというのは当然のことと考えられる。児童との接し方、コミュニ

ケーションのとり方は大学の教職課程で学ぶことはあるものの、そこに「英語」という言

語が加わることで、教師に大きな不安感を与えているということがよくわかる。 

また教師になってから必要と感じる研修内容として 74.6％の学級担任が「具体的な活動

について共通理解を図ったり、体験したりする研修」と回答している。7 割以上の学級担任

は、具体的に授業の中で何を取り入れればいいのか理解できていない、もしくはその理解

が足りないということである。多くの学級担任がおおよそのイメージをつかめている一方、

具体的な活動に関して不安がある。この結果からも、教師が英語の指導法を知らないため、

具体的な指導法を求めていることがわかる。 

教師が指導法を大学で学んでいないという不安要素以外にも、研修を必要としている理

由は考えられる。それは現在の「総合的な学習の時間」の中での外国語活動という立ち位

置が関係しているのではないだろうか。総合的な学習の時間という位置づけであるため、

具体的な指導方法などは決められていない。前節で確認したような大枠の指導内容は文部

科学省によって提示されているものの、具体的な内容は各小学校や各教師に任されている。

そのため外国語活動の教材である Hi, friends!が文部科学省から配布されているため、それ

を利用する教師は多い。しかしながら外国語教育の研究者である松宮（2013）によると、

国から配布されている Hi, friends!や教師用ガイドブック等は、あくまでもリソースであり、

教えるべきコンテンツや採用すべき教授学習方略を示しているものではないという。ここ

から考えられることは、やらなければならないことに関しては明記してあるものの、導入

としてどのように児童と接するか、どの程度まで児童に求めるのかなどがわからない。ま

た児童への評価もしないため、児童の態度や意欲からしか授業を評価することができず、

実際にその授業方法が正しいのかもわからない。外国語活動における具体的な指導方法が

文部科学省からも提示されていないため、教師たちは具体的な理解や体験をする研修を求

めていることが現状である。 

教師にとって英語を教える方法がわからない状況でありながら、文部科学省からも具体

的な指導方法が提示されていないため、よりいっそう教師の不安を高めることとなる。そ

れでも外国語活動は行わなければならないため、教師たちは自ら指導内容を考え、ALT

（Assistant Language Teacher）と協力しながら授業を作っていく。しかしながら 2020 年

に外国語活動が教科としての外国語となれば、授業数は増え内容はより難しくなる。この

ままでは教師たちの状況はより厳しくなることが容易に予測できる。 

このように教師にとって不安が多い外国語活動であるが、児童は外国語教育に対してよ
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い印象を持っている。上述の文部科学省による調査において 5 年生と 6 年生の児童 22,202

人のうち、72.3％が「英語の授業が好き、どちらかといえば好き」と答えている。またその

意欲に関しても、91.5％の児童が「英語を使えるようになりたいと思う、どちらかといえば

そう思う」と回答し、71.4％の児童が「英語の授業に進んで参加している、どちらかといえ

ば進んで参加している」と答えている。この結果から児童の外国語活動に対する意欲は高

く、英語に対する積極的な態度がわかる。教師にとって負担であり、不安要素である外国

語活動であるが、児童にとっては楽しみな活動であるといえる。また英語の授業の中で楽

しいと思うことに関して、「外国のことについて学ぶこと」、「日本語と英語の違いを知るこ

と」、「英語で友達と会話をすること」の項目に多くの児童は楽しさを感じている。これら

の項目は前節で示した文部科学省が提示した外国語活動の内容である、コミュニケーショ

ンを図ることの楽しさや日本語との違いを知り、言葉の面白さに気づくことと重なる。つ

まり教師たちが苦戦しながらも考えた活動内容は、児童に伝わっていると判断できるので

はないだろうか。 

また中学 1 年生と 2 年生の生徒とを比較してみても、「英語が好きか」や「英語の勉強は

大切だと思うか」という項目において小学 5 年生と 6 年生のほうが「そう思う」と答えて

いる割合が高い。この結果の要因として考えられる要素の 1 つとして、評価方法が考えら

れる。小学校の外国語活動と中学校の英語の大きな違いは、外国語活動は数値的評価がな

いが、中学校の英語は数値的評価があるということである。外国語活動は、活動内容を楽

しみ、積極的に活動することが求められている。つまり英語ができなくても、理解しよう

とする意欲が大切とされている。しかし中学校での英語はテストがあり、英語力が評価と

して用いられる。もちろん中学生になって英語の難易度が上がり、それによって意欲が下

がってしまうということも考えられるが、純粋に英語が楽しいという感情が少なくなって

しまうのは、楽しむということよりも評価が重視される状況になってしまうことが要因と

考えることができる。つまり、2020 年に外国語活動から教科としての「外国語」となった

とき、児童の学習意欲が薄れてしまうのではないだろうか。「楽しい」、「勉強したい」とい

う学習意欲のみではなく、「できる」、「できない」という実力が評価の多くを占めることに

なる。テストという評価方法を取り入れながらも、児童の活動意欲を維持する方法を検討

していく必要がある。 

小学校の英語教育における実際の教員や児童の意見を分析すると、文部科学省が理想と

する英語教育を行うことが難しいということがいえる。教員は文部科学省から求められて

いることと、自分の英語力や指導力の差を痛感し、自信がなくなっている。それに対して、

児童は外国語活動に非常に積極的で、活動を楽しんでいることがうかがえる。教員は自信

がないと感じている授業を児童は楽しんでいるという関係性をより明確にするために、次

節ではそれぞれの問題点を確認し、どのような改善策が必要かを検討する。 
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1‐3 小学校英語教育の問題点 

 これまで第 1 節で文部科学省が掲げる小学校英語教育の内容、第 2 節で実際に行われて

いる小学校英語教育について確認してきた。第 1 節と第 2 節を比較してみると、文部科学

省が理想とするものが実現できている部分とそうでない部分、実現不可能な部分などが見

えてきた。本節ではそれを踏まえて、小学校英語教育における問題点を考察する。特に教

師、児童に着目して検討する。 

 まず教師に関しては、前節でも確認したように、現在の外国語活動における教師は学級

担任で、現在の外国語活動でさえも自信がなく、準備に負担を感じている。しかし 2020 年

には外国語という教科になることは決定しているため、より高度な指導法が求められるこ

とになる。実際に文部科学省の調査（2014）によると英語や英語教育に関する何らかの資

格を持っている人は 14.6％、社会人になってから自宅や外国語学校などで英語などの外国

語を学んだ経験がある人は 11.5％であった。この結果からわかるように資格を持っている

人は明らかに少なく、また社会人になってからも、自ら意欲的に外国語を学ぼうとする人

も少ない。もちろん外国語活動以外の小学校での職務を抱えているため、自学習する時間

をとることが難しいことは考えられる。そのため研修のような半強制的なものがなければ、

教師は英語を勉強しようとしないというのが現状である。またその研修でさえも 63.5％の

教師は参加していないということが上述の文部科学省の調査でわかっている。このように

英語を教えなければならないという状況でありながらも、指導する技術もなく、意欲も低

いということは問題であると考えられる。このような状況に陥っている理由は ALT の存在

があるからではないだろうか。 

現在、学級担任が外国語活動として英語を教えているものの、ALT に頼っている部分が

大きくある。主に外国語活動を指導しているのは学級担任であるが、それ以外で外国語活

動に関わっている人材として 83.7％が外国人指導助手である ALT である。つまり小学校に

おける外国語活動において ALT の活躍はとても大きい。また ALT の授業での役割に関し

ては児童とのコミュニケーションが 97.0％、発音の見本が 93.9％など実践的なものが大き

な割合を占め、ほかにも自国の文化などを伝えるという項目に関しても 86.9％であるため、

ALT の役割は外国語活動のほとんどの内容を担当することになる。英語教授法の研究者で

ある Hosoki（2011）も ALT は日本国民と他国民の相互理解を深めるためであるため、特

別な資格は要らないが、英語教育のために効果的に使用されるべきであると述べている。

文部科学省の調査や Hosoki の主張からもわかるように、ALT は学級担任にはできないよう

な実用的な英語を使うことができるので、児童に英語への興味を持たせることや学ぶ動機

を与えることができる。また日本で暮らしているだけでは知ることができないような外国

の文化や生活を、外国人本人から教えてもらうことができると考えられる。つまり学級担

任は実用的なことを ALT に任せて、外国語活動に対する意識を高めようとしていないので

はないだろうかと考えられる。 

一般財団法人自治体国際化協会によると 2018 年 7 月 1 日の時点で、54 カ国 5044 人の人



185 

 

が ALT として活躍している。これに対して英語教育の研究者である西崎（2009）は ALT

に対して、今後大幅な人材の増加は望めないと指摘している。一般財団法人自治体国際化

協会が述べた 5044 人という数は多いようにも見えるが、西崎が述べているようにこの数字

は近年、他国との獲得競争の影響で減少傾向にある。また 5044 人のうちの半数以上が 1～

2 年目の人であり、継続的な採用が少ないということも特徴である。この結果から、毎年の

ように新しい ALT を多数採用し、その度に活動内容や主旨などを説明しなければならない。

また学級担任にとっても、毎年のように ALT が変わり 1 年間で築き上げてきた関係が毎年

のように一新されることは負担であるといえる。さらに外国語が教科化されれば、時間割

は増えるためよりいっそう ALT は必要になってくるにも関わらず、ALT が減り続けるので

あれば学級担任にとって大きな問題になってくる。 

これまで確認してきた ALT の状況から、今後の教科化に向けて ALT の増大、活用は大

幅には見込めないことが考えられる。たとえ国が英語教育や ALT における予算を拡大した

としても、ALT の人数を増やす努力をしなければ活用することはできない。つまり、現在

外国語活動が週に 1 回程度であるにもかかわらず学級担任は ALT に頼っていたが、教科化

することでより ALT の協力が必要である状況でも、ALT に全面協力してもらうことは難し

いであろう。よりいっそう学級担任の不安が高まり、負担が大きくなることが予想される。 

次に児童に関して検討していきたい。前節で確認したように、児童は現在の外国語活動

に関して好印象を抱いている。外国語活動の目的といえる外国語に親しむ、楽しむという

ことができているというのが現状である。しかしながらここで児童の状況をあえて問題点

としてあげる理由は、今後の外国語として教科化されたときのことを検討する必要がある

と考えられるからである。教科化された場合、現在の中学 1 年生が行っている程度の学習

が小学校高学年の児童に行われることになり、テストが加わってくる。テストの利点とし

て考えられることは児童の理解度を知ることができ、理解度にあわせた指導ができるとい

うことである。しかしながら欠点としてテストを強制することになるので、テストのため

に勉強するという本来児童が持っていたような、楽しさや意欲が薄れてしまう可能性があ

る。 

代表的な例は大学受験であると考えられる。大学受験を控えた高校生は、大学に入学す

ることが英語を勉強することの目的であり、それがモチベーションとなっている。大学に

落ちたくないから勉強し、大学受験に沿った勉強内容に偏っていく。そのために高校での

授業はコミュニケーション能力向上のための授業よりも、大学受験のための読解偏重の授

業が多く存在している。このように本来文部科学省が求めているコミュニケーション能力

の向上は、大学受験のような試験によって難しくなっているということがわかる。もちろ

ん大学受験にスピーキングの項目があれば読解偏重になる可能性は少なくなることが考え

られるが、大学受験に一人ひとりのコミュニケーション能力をはかっていたら膨大な時間

と試験官が必要になってくるため、実現不可能であろう。つまり高校では大学受験に備え

た読解偏重の授業を行わざるを得ない。そのためコミュニケーションに重視した授業を中
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心に行うことはできず、生徒はますます大学受験をゴールとして英語を勉強することにな

る。このように英語そのものへの意欲ではなく、それ以外の目的によって条件づけられる

ことを外発的動機づけとよぶ。また大学受験を控えた高校生の特徴として、英語教育学の

研究者である柳瀬と小泉（2015）は大学入試という外発的動機づけで管理された高校生の

多くは、受験が終わるとその教科の勉強をやめてしまうと述べている。 

これまで確認してきたように試験を行うことにおける負の側面がうかがえる。このよう

なことは大学受験に限らず、高校受験、学校の定期テストでも同じようなことがいえる。

教科化することでテストが施されるようになり、テストでいい点を取らなければ怒られる

から勉強するという児童が出てきてしまうことも考えられる。小学生という英語学習の初

期段階であるにもかかわらず、テストを目的としてしまってよいのだろうか。 

2020 年に外国語を教科化することによって、大学受験のように学習者の目的がテストに

なってしまうという問題が必ずしも起きるとは限らない。しかしながらテストのような外

発的な動機づけによって学習意欲が減少してしまうという問題は予想される。これは小学

生にだけ心配されている問題ではなく、実際に大学受験の例のように中学生、高校生、大

学生などどの年代にも当てはまるものである。しかしながら、小学生にはいまだこの問題

は起きていない。つまり現在の小学生は評価のない外国語活動であるがゆえに、よいモチ

ベーションで英語と接することができているということである。しかし英語が教科化され

ることで、外発的な動機付けによって英語を勉強することになってしまうのは問題である

といえる。児童が何かに強制されることなく、「楽しい」「面白い」という感情から勉強す

る気持ちをなくしてしまってよいのだろうか。 

これまで確認してきたように、教師においては学級担任の実力不足と意欲の低さが問題

としてあげられた。学級担任に英語の指導法を教えていないこと、そして学級担任本人も

自ら勉強したり、研修に行ったりする人は少ないことが考えられる。児童に関しては現在、

よいモチベーションで英語の勉強ができているものの、教科化したときにその状況が変化

してしまうことが問題として考えられる。テストのような外発的な動機付けによって、児

童が感じている英語の楽しさや面白さが薄れてしまうのではないか。 

本章において、まず第 1 節で文部科学省が掲げる小学校の英語教育の目標や内容につい

て確認した。そこでは外国語活動と教科としての外国語の目標は同じであるものの、内容

に違いがあった。第 2 節では実際に行われている外国語活動として教師と児童に注目し、

文部科学省の調査からそれぞれの状況を確認した。そして第 3 節では、第 1 節と第 2 節を

比較することで見えてきた問題点に注目した。文部科学省が理想としていることと現実の

ずれや不可能な部分、そして今後を見据えた問題点を確認した。本章を通して、小学校英

語教育の状況をみていく中で、解決しなければならない点や教科化に向けて改善しなけれ

ばならない点があると考えられる。そのため、次章では教育体制のお手本として世界で認

められているフィンランドを取り上げていく。そこからフィンランドの教師に着目し、日

本の教師が改善できる点を検討する。そして児童のことに関しては、第 3 章で外発的動機
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づけの対極にある内発的動機づけに着目し、教科化に向けて児童のモチベーションをどう

していくかを検討する。 
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2. フィンランドと日本における外国語教育と教師の比較 

 前章では日本の小学校英語教育の現状について分析し、その良い点と問題点を確認した。

これらを踏まえた上でこの問題点を改善するために、本章では英語教育のお手本としてフ

ィンランドに着目する。フィンランドは、外国語教育のみならず、教育全体としての評価

が高く、2000 年から行われている経済協力開発機構（OECD）による国際学習到達度調査

（PISA）で、第 1 回から継続的に上位にランクインしている。この調査結果があることか

ら、第１節ではフィンランドの教育体制と外国語教育について分析する。第２節ではフィ

ンランドの小学校教師に着目し、日本人教師との違いを確認する。第３節ではフィンラン

ドの教育制度との比較から、日本の小学校の学級担任に取り入れることができることを考

察する。 

2‐1 フィンランドの教育体制 

 国立教育政策研究所（2016）によると PISA とは、PISA 参加国が共同で開発している国

際的な試験で、対象は参加国の 15 歳の生徒である。内容は科学的リテラシー、読解力、数

学的リテラシーの 3 分野である。2000 年から 3 年おきに行われ、最初は 32 ヵ国で行われ

ていたが 2015 年には 72 ヵ国 54 万人の生徒を対象に実施された。PISA の結果からフィン

ランドの教育体制は世界的に注目されている。フィンランドのように PISA において継続的

に上位にランクインしている国は数少ない。このことから、フィンランドの教育体制が学

力の高さに関連していると考え、フィンランドをお手本にしようとする国も多い。よって

フィンランドの外国語教育を分析することで、日本の外国語教育の問題点を改善する手が

かりを見つけることができるのではないだろうか。本節では日本の外国語活動と比較する

ため、フィンランドの外国語教育に着目することにする。 

 まず外国語活動に着目する前にフィンランドの義務教育機関である総合学校について確

認する。フィンランドでは原則として児童が 7 歳から総合学校に入学する。総合学校は 9

年制で、初等課程（小学校）と中等課程（中学校）に分かれている。Ministry of Education 

and Culture（2017）によるとフィンランド教育の基本的な原則として、すべての人が平等

に質の高い教育や訓練を受けられることを掲げている。これは民族や年齢、貧富の差や居

住地に関係なく、教育が施されるということである。その具体例として、フィンランドで

は高等教育に至るまでの教育費がすべて無料である。さらに初等課程においては教科書、

給食、児童の送迎も無料となっている。中等教育でも給食は無料のままである。つまりこ

の体制からわかることは、フィンランドでは教育に対して多くの資金が使われているとい

うことである。初等課程において学費が無料であることは日本においても同様であるが、

教科書や給食にまで無料になることは日本ではない。日本ではこれから小学校での英語教

育必修化にむけて資金が多く必要になってくる中、フィンランドのように資金に余裕があ

るのかということには疑問が残る。 

 またフィンランドでは生涯学習に焦点を当てていることも特徴である。Ministry of 

Education and Culture（2017）によると、フィンランドの教育制度には終わりがなく、学
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ぶ機会は常にあり、いつでもさらに勉強を続けられるようになっているという。具体的な

政策としては、同じことを勉強せずに済むような制度が整えられていたり、成人教育に力

が入れられたりしている。成人教育の目的は労働の能力と適性を確保することで、すべて

の成人に対して教育の機会を提供し、人々の社会との繋がりや公正さを強めることである

と考えられている。また成人が仕事をしながら勉強できる環境を作るために、学習環境は

フレキシブルな形をとっている。 

これらのフィンランドの教育制度から考えられることは 2 つある。1 つ目は初等課程から

成人教育まで内容が共有され、学習のつながりがあるということである。日本ではまだ小

学校と中学校のつながり、中学校と高等学校のつながりが弱いのではないかという声があ

る。特に英語教育においては現在外国語活動において、小学校と中学校のつながりを持た

せないことが原則となっている。しかしながら教科化することでつながりを持たせなけれ

ばならなくなる。日本では小学校と中学校、中学校と高等学校という 2 学校間でのつなが

りが限界であると考えられている中、フィンランドでは生涯を通して学習のつながりがあ

るというのは教育へ力が注がれていることの表れであると解釈できる。2 つ目はフィンラン

ド人の勉強への意欲とそれに対応することのできる環境である。成人教育というのは日本

ではあまりなじみがない。なぜならば日本では高等学校や大学を卒業するとほとんどの人

が就職し、仕事をしながら勉強するという状況を作りづらいためである。ここまでフィン

ランドの教育体制の特徴を確認してきたが、フィンランドは学習者にとって学習しやすい

環境を整えており、さらに学習の自由を与えているといえる。 

次に、外国語教育に着目してフィンランドの教育体制を確認する。フィンランドでは外

国語教育が初等課程の 3 年次から始まり、総合学校を卒業した後の高等学校まで継続して

行われている。教育学の研究者である伊東（2006）によるとフィンランドでは学習者に提

供される外国語が、最終到達目標に応じて A 言語と B 言語に分けられるという。図 1 の外

国語教育の枠組みからわかるように A 言語と B 言語のそれぞれ開始年が異なり、A 言語は

初等課程から、B 言語は中等課程から学ぶことになっている。また必修科目か選択科目かと

いう違いもある。A 言語というのはさらに A1 言語と A2 言語に分けられ、A1 言語は 3 年

生から必修科目として高等学校まで学ぶことになる。A2言語は選択科目という位置づけで、

希望者が言語を選択する。B 言語は中等課程から始まり、A 言語と同様 B1 言語は必修科目、

B2 言語は選択科目となっている。また B3 言語というのは高等学校での選択科目となって

いる。この表からわかるように、フィンランドでは、希望するのであれば高等学校を卒業

するまでに、母語を除いて最大 5 言語を学ぶことが可能である。それだけフィンランドの

外国語教育というのは多様化していて、5 言語を教えることができるだけの環境が整ってい

るということである。日本は現在、英語という 1 つの外国語を教えることに苦戦している

にもかかわらず、フィンランドでは 5 つの言語を教えることができるというのは大きな違

いであると考えられる。ではその A 言語や B 言語として選択される言語はそれぞれどのよ

うな言語なのだろうか。 
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図 1 外国語教育の枠組み 

（出典 伊東（2006）P41 原典 Finnish National Board of Education（2004）） 

 

総合教育から高等学校までの間に必修科目は A1 言語と B1 言語の 2 つであり、どちらか

の言語はフィンランドの第二国語でなければならない。フィンランドの第二国語というの

はフィンランド語を母語としている人はスウェーデン語、スウェーデン語を母語としてい

る人はフィンランド語である。その中で、A1言語として児童に最も人気なのは英語である。

フィンランドの国家教育委員会のもとで実施された小学校の A 言語の選択状況調査（2001）

の結果によると、調査対象であるフィンランド語を母語とする子供たち 11740 人のうち、

A1 言語として英語を選択した児童は 83.2％にも及んだと伊東（2006）は指摘している。そ

の他のスウェーデン語、フランス語、ドイツ語、ロシア語などの選択肢はあるものの、そ

れらの言語を A1 言語として選択する割合はどの言語も 10％に満たないという結果になっ

た。この結果から英語の人気度が明らかである。児童が自ら言語を選択できる状況であり

ながらも、英語が圧倒的に人気ということは、児童は英語を学ぶことに対して非常に積極

的であることがわかる。この調査対象の子供たちにとって第二国語であるスウェーデン語

も必修であるが、スウェーデン語よりも英語が人気ということはよりいっそう英語への児

童の意欲が感じられる。 

フィンランドでは児童が言語選択をするという環境でありながら、日本と比べると、強

化である英語に対して児童が意欲を持って学習しているという状況を作っているのは授業

環境に要因があるのではないかと推察される。英語教授法の研究者である中村（2014）に

よるとフィンランドの学校では、通常授業でのクラスサイズは 20～25 名程度で編成されて

いるが、英語の授業では 10 名前後に分割されていることが多いという。さらに、英語の授

業では英語担当の教科教員に加えて、副担当者のようなサポートがつくという。この体制

から考えられることは児童一人ひとりに対して、教員の目が行き届いているということで

ある。日本のようなレクチャー方式ではなく、児童一人ひとりとコミュニケーションをと

ることができる。また児童一人ひとりの習熟度を判断しやすいため、理解が遅れている児

童には副担当者が対応することができると考えられる。このように児童に対して手厚くサ
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ポートできるため、児童も英語に対する意欲がわくのではないかと考えられる。 

授業で使用する教科書に関してもフィンランドには特徴がある。伊東（2006）によると

フィンランドでは教科書検定制度が廃止されていて、さらに学習指導要領には指導方針だ

けしか示されていないという。教科書は質量が濃厚で、発音記号も 3 年次から勉強するこ

とになっている。ここからわかることは、教科書ベースに授業が進められている一方、指

導方法はそれぞれの指導者に任されているということである。この状況というのは日本の

学級担任と同じである。日本の学級担任は英語学習の教科書となる Hi, Friends!に頼りなが

ら、自ら指導方法を探っている。同じような状況であるにもかかわらず、日本の小学校英

語教育には多くの批判が募り、フィンランドの小学校英語教育に関しては世界各国から注

目が集まっている。児童が英語教育に関してよい印象を持っているという点も同じである

ことから、両者の違いはクラスサイズや生涯学習からくるモチベーション、そして教師の

実力や指導方法にあるのではないかと考えられる。 

ここまで確認してきたように、外国語教育に限らず、フィンランドでは教育に対しての

体制が整っていて、学習したいという人にとっての環境が整っている。また外国語教育に

おいてはクラスサイズを小さくするなど、よりいっそう学習者に寄り添った体制が確立し

ている。日本とフィンランドでは違いが多くあるが、日本の学級担任と同じように教員が

自ら指導内容を考えている。そこで次節では特に教員に着目し、フィンランドの教員はど

れほどの英語運用能力や指導力を持っているのかを検討する。日本の学級担任同様、不安

を抱えているのだろうか。日本の小学校の教員と比較しながら、フィンランドの教員の特

徴を分析する。 

 

2‐2 フィンランドの小学校英語教師 

 前節ではフィンランドの教育体制について着目した。その中で日本とフィンランドの共

通点は、政府による指導方法が細かく明記されておらず、教師が自分で指導法を考えて授

業を構成しなければならないということである。しかしながら日本では自信のなさから教

師は多くの不安を抱えている。一方でフィンランドは世界から外国語教育が注目されるほ

どである。よって日本とフィンランドには教師に差があるのではないだろうか。そこで本

節ではフィンランドの教師に着目し、教員養成や教師の自信について考察する。 

 まず、フィンランドの外国語教員になるための教員養成に着目する。伊東（2008）によ

るとフィンランドの大学では幼児教育担当教員、クラス担当教員、特別支援教育担当教員、

教科担当教員の 4 種の教員養成があるという。これらの教員を目指す人は大学に進学する

ことが求められるが、フィンランドでは教育学部に入学することが難しい。フィンランド

での大学進学率は 31.4％であり、なかでも教員は人気の職業で学級担当の教員になるため

の教育学部に入学することが極めて難しいという。そのためにも、高等学校卒業試験であ

り大学入学試験でもある試験で高得点を取らなければならない。また小学校で英語を教え

ようと考えている学生は英語の試験でも高得点を取らなければならない。伊東（2008）に
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よると 2005 年のユバスキュラ大学の教育学部教員養成学科の受験者 1531 名のうち、合格

者は 96 名で、合格率 6.3％の狭き門になっているという。これらの大学進学率や教育学部

の合格率からわかることは、日本と比べて教員になる前の大学進学の時点で、合格するこ

とが非常に難しいということである。日本では多くの大学で教育学部が設置されていて、

また他学部に所属していても教職科目を取得することができる。日本と比較するとフィン

ランドで教員になるためにまず教育学部に進学することが難しいといえる。 

またフィンランドの幼児教育担当以外の教員は修士号取得が必須になっているため、教

員になるためには 5 年間大学で学習しなければならない。日本と同じような学級担任にな

るためにも、主専攻として教育学を 5 年間学ぶことが必要となる。そこでさらに小学校で

英語を指導したい場合は、副専攻として人文学部英語学科を選択し、そこで英語を学ぶ。

また教科担当教員は自分の専攻科目、たとえば英語を専攻するのならば人文学部英語学科

に進学し、副専攻として教育学を学ぶ。これらからわかることは、フィンランドの小学校

で英語を教える場合、副専攻で英語学科を選択するか、主専攻で英語学科に入り、副専攻

で教育学を学ばなければならない。つまり、日本の小学校の学級担任が大学で英語を学ん

でいないという事実に対して、フィンランドでは必ず主専攻もしくは副専攻で英語学科を

選択しなければ小学校で英語を指導することができないという違いがある。では学級担任

と教科担当教員の大学での学習にはどのような違いがあるのだろうか。それぞれの教員養

成のカリキュラムに着目して、フィンランドの教員のレベルを考察する。 

まず、学級担任養成に着目する。伊東（2008）によると学級担任を目指すものは、基本

的に教育学部の教員養成学科へ進学し、クラス担当教員資格の取得をするという。そこで

は日本の小学校教員養成と同じように全教科の指導ができるように訓練される。また教育

学部に限らず、フィンランドでは 1 つもしくは 2 つの副専攻を取ることが要求されている

ため、上述のように小学校で英語を指導したいと考えている教育学部生は副専攻で人文学

部の英語学科を選択する。ここで所定の単位数を取得すれば教科担当教員の資格も取得す

ることができる。教育学部での学習内容としては、日本の大学の教育学部と同じように教

養科目、教職に関する科目、教科に関する科目、教育実習などがある。その中で日本と異

なっている点として伊東（2008）はフィンランドでは教科に関する科目と指導法に関する

科目が融合された形で指導されているという点を指摘している。日本ではたとえば「初等

国語」と「初等国語科教育法」のように別々に分けられて指導されているが、フィンラン

ドではこれらが 1 つになっている。また「初等国語化教育法」のなかで教えられるような

指導法に関しては、多くが教育実習の中で指導されるようになっているため、大学では指

導法というよりもそれぞれの教科に関する指導がされる。英語に関しても同様で、副専攻

として人文学部英語学科を選択した場合、「初等英語」や「初等英語教育法」に相当する科

目がない。そのため、英語指導法に関しては教育実習中に学ぶこととなる。これらからわ

かることは、フィンランドでも日本と同様に英語の指導方法が教えられていないという点

である。フィンランドでは小学校で英語を教えるために大学の教職科目の中で英語を学ば
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なければならないという点は日本と異なっているが、英語を学ぶだけでは児童に十分な指

導はできないのではないかと考えられる。ではどうして指導方法を学習しないという共通

点がありながら、フィンランドの教育は世界で高く評価されているのだろうか。おそらく

英語の指導法を学ぶ場として考えられている教育実習が日本と異なっているのではないだ

ろうかということが想像できる。 

フィンランドの教育実習に関して中村（2014）はフィンランドの教職課程の特徴的なこ

ととして、教育実習に多くの時間が割り当てられ、教員養成において実践的な訓練に重点

が置かれているところであると指摘している。フィンランドの学生は講義と並行しながら、

4 ヶ月から半年間の教育実習を行う。また伊東（2008）も、フィンランドでは学部段階の

教育実習と修士レベルの教育実習に別れていることを指摘し、さらに特定の教科について

の実習に加えて、テーマを特定しての実習も用意されていることも指摘している。つまり

英語を担当することを考えている学級担任は教育実習の中で通常教科に加えて、英語指導

の経験をつむことが期待されている。このような 2 人の指摘から、フィンランドの教員養

成においては教育実習に重点が置かれていることが理解できる。日本は教科に関すること

や指導法に関することを大学で学んだ上で、実践として教育実習に行くという印象が強い

が、フィンランドでは教育実習が実践の場であり、また指導法を学ぶ場としての機能が強

いことが見て取れる。教員になる前に数ヶ月間指導法を学びながら実践することができる

のは教師の自信につながると考えられる。 

また教科担当教員については、英語を専門的に指導する教員のことに限定して、教員養

成を確認する。英語の教科担当教員になるためには上述のように人文学部に進学し、副専

攻として教科担当教員の資格を取得する。伊東（2008）によると多くの場合、生徒は教員

の資格をとるために教職を第 2 副専攻として学ぶという。つまり教育学部で他学部生用に

開設されている教職科目を一定単位数履修しなければならない。しかしながら、フィンラ

ンドではその教職科目を取得するのが非常に難しいという。なぜならば教職科目を履修す

るために教育学部が実施する資格試験に合格しなければならないからである。これに対し

て日本では、中学校や高等学校の英語の教員になるためには他学部に所属していても、一

定数の教職科目を履修すれば、教員の資格試験を受けることができ、教員免許を取得する

ことができる。フィンランドと比較すると、日本は教員になる条件が非常に容易であると

いえる。またフィンランドの教職科目を履修する人数には制限があるため、フィンランド

で教員になるのは非常に狭き門であるといえる。 

また先に確認したように、教科担当教員になる人は第 2 副専攻として教職科目を履修す

る。では第 1 副専攻として何を履修しているのだろうか。伊東（2008）によると多くの学

生はスウェーデン語をはじめとした英語以外の言語に関連した専門科目を履修していると

いう。つまり教科担当教員になるために教職科目を取っている学生は、第 1 副専攻として

英語以外の言語を取っているため、2 言語を指導することができるということである。フィ

ンランドではこのように副専攻を複数持つことは珍しいことではない。このようなことか
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ら、フィンランドでは多言語教育が成立していること、教員が多様な教育を受けているこ

とが考えられる。これまで確認してきたように、フィンランドにおいては副専攻として選

択する言語が教員になったときに非常に重要な役割を担っていることがわかる。学級担任

にとって、大学時代に副専攻として履修した英語が小学校の英語教育に非常に役に立つ。

また教科担当教員にとっては教職科目や英語以外の言語を副専攻として履修したことで、

教員になってから指導の幅を広げることにつながる。また上述のように副専攻を複数持つ

ことが当たり前であるため、日本の教員に比べて教員が多くの知識や専門性を持っている

ことが考えられる。 

フィンランドの教員は学級担任と教科担当教員などそれぞれ所属する学部などは異なっ

てくるものの、それぞれ学部に進学することや教職科目を取得することが非常に難しい。

また教員になるためには修士号を取得しなければならないことや、教育実習で指導法を学

ぶことが教員になったときに役に立つと考えられる。このように日本と比較してみると、

フィンランドで教員になるためには多くの知識と経験が必要で、その実力を持って教員に

なっていることから評価が高いということが確認できる。またこれだけの教員養成課程を

経ているため、フィンランドの教員は勤務歴にかかわらず、自信があるということが考え

られる。次節ではこれだけ教員養成に時間がかけられていて、優秀な教員が養成されてい

るフィンランドの制度から日本が取り入れることができることはあるのかを検討する。 

 

2‐3 日本の小学校教員が取り入れられること 

 前節でフィンランドの教員の特徴を確認した。その中で日本の教員と比べるとフィンラ

ンドの教員は十分な知識と英語力を持っていて、英語を教えることに自信があるといえる。

外国語教育や教員養成に関して日本にはないフィンランドの特徴が多くあったが、本節で

はそこから日本に取り入れることができるものはないかどうかを検討する。検討する上で

教員採用に関しては短期的な視点と長期的な視点に分けて、日本の英語教育がよりよい体

制になる解決策を検討する。 

 まず、外国語教育の体制に着目すると、前節で確認したようにフィンランドでは多言語

教育の体制が整っていて、児童一人ひとりに寄り添った教育を行うことができている。ク

ラスサイズが少ないことや、小学校と中学校の教育内容につながりを持っていることなど

が特徴であるといえる。これらから日本の英語教育体制に取り入れることができるものは

あるのだろうか。 

 第 1 節で確認したように、日本とフィンランドの外国語教育の大きな違いの 1 つにクラ

スサイズがある。フィンランドでは外国語教育におけるクラスサイズが小さく一人一人の

生徒に教員の目が行き届いている。また人数が少ないため、教師は児童とコミュニケーシ

ョンがとりやすい。このようなフィンランドの特徴から、日本もクラスサイズの変更を検

討しなければならない。現在は 1 クラス 30～40 人で 1 人の教員が授業を行うというレクチ

ャー方式であるため、教員が児童とコミュニケーションをとるということは難しい。Hosoki
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（2011）は生徒のコミュニケーション能力を育てるために生徒中心の授業をすべきである

と述べている。これまでの日本では読解偏重教育と非難されてきたことも踏まえて、英語

の授業ではクラスサイズを小さくして、教員と児童の距離を近くしてコミュニケーション

をとりやすくすることは大切であるといえる。しかしながらこのクラスサイズの変更は可

能であるのだろうか。 

 フィンランドのようにクラスサイズを変更するということは、1 つのクラスを 2 つもしく

は 3 つに分けて授業をしなければならない。しかしながらこのようにクラスを分けるとい

うことは、その分教員も必要ということが考えられる。前章で確認したように、現在日本

の小学校の教員は英語教育において自信がなく、教育が必要であるといわれている。現教

員の教育が現在求められているにもかかわらず、さらに教員の増員を求めることは不可能

ではないだろうか。クラスサイズを変更することは必要であるが、実現は難しいと考えら

れる。クラスサイズを考える前に、やはり教員の養成が必要ということがいえる。 

 では現在最も必要であると考えられる教員養成に関する改善点を検討する。教員養成に

関して検討していくうえで、短期的な視点と長期的な視点に分けて考察する。まず、短期

的な視点で改善することができるものとして、現教員に対する研修の強化があげられる。

短期的な視点として考えられる理由として、現在も研修は行われているため、その内容を

強化や改善をすることはすぐに検討できると考えられるためである。まず、研修に関して

は第 1 章で確認したように、現教員は研修に対する意欲が低く、研修に参加しないため、

教員の英語力や指導力はなかなか向上せず、教員の自信は低いまま向上しない。このよう

な構図から、まず教員の自信をつけるために教員の英語力と指導力をつけることが大切で

あるといえる。またフィンランドでも大学に入学するために高い英語力を持っていること

は前提として考えられていて、大学でさらに英語の専門的なことを学んでいる。そして教

育実習で指導法を学ぶという体制であるため、非常に指導のレベルが高い。すぐにフィン

ランドのレベルにまで日本の教員を養成するのは難しいが、まず教員のレベルを上げるた

めの第 1 歩として研修が必要であると考えられる。 

 研修の実施方法の提案として、2 つ考えられる。1 つ目は小学校教員の研修の 1 部を中学

校の教員を含めて行うことである。なぜならば中学校の教員はあらかじめ大学で英語を教

職科目として学んでいるため、小学校の教員より英語力が高いと考えられるからである。

また実際に英語の授業をしているため、指導法も小学校の教員より理解していると考えら

れる。また実際に指導している英語教員との意見交換もできるため、小学校教員の不安を

軽減させることができる可能性があると考えられる。中学校教員にとっても、小学校での

英語学習のレベルを知ることができ、小学校と中学校の指導内容のつながりを持たせる場

としても利用することができる。この研修を地域ごとに行うことができればより一層学校

ごとにつながりを持たせることができると考えられる。 

 2 つ目の提案は、教育実習のような活動を現教員が小学校の英語授業で行うことである。

フィンランドの教員養成の中で、教育実習が大きな役割を担っていることは前節で確認し
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た。フィンランドの学生は英語に限らず、指導法を教育実習の中で学んでいる。またその

期間が長いことから、指導法の重要性が高いということが考えられる。このような実習を

体験できるように実際に外国語活動を行う際には、他の教員が授業を見学したり、評価し

たりする機会が必要であるといえる。日本の教員の自信のなさの要因として指導法がわか

らないということがある。そのため指導法が適切なのか、改善するべき点はどこなのかを

評価してもらう機会が必要である。その評価を行うために、教育実習のような誰かに判断

してもらうという経験が大切であると考えられる。同じ教員に評価してもらうことで意見

交換もしやすく、教員同士で高めあうことができる。これらの 2 点が短期的な視点から改

善できることである。研修を強化することや、授業を評価することも簡単なことではない

が、フィンランドの教育体制から学び、実践できることは必ずあると考えられる。 

 次に長期的な視点から教員養成の改善点を検討する。フィンランドと日本の教員との大

きな違いは、大学で英語や英語の教育方法を学んでいるかということである。日本の小学

校教員は英語が含まれていない教員採用試験を受けて教員になり、外国語活動をしなけれ

ばならないという状況である。一方で、フィンランドでは必ず人文学部英語学科の一定単

位数を取得しなければ小学校で英語を教えることはできない。フィンランドの教員養成の

分析から、やはり英語を学ぶ必要は大いにあると考えられる。国語や算数は教職科目とし

て学んでいるにも関わらず、英語だけ学んでいないのに指導することができるのは不自然

である。しかしながら、フィンランドのように修士号まで取らなければ教員になることが

できないという制度にしてしまうと、教員が減ってしまう危険性がある。現在の小学校英

語教育は、ALT を利用して行っている外国語活動であり、学級担任だけでは実力も人数も

足りていない。そこでさらに教員養成を厳しくしてしまうと、教員の人数は減ってしまい、

英語教育が実現不可能になってしまいかねない。そのような危険性を防ぐためにも、副専

攻で学ぶという制度は適切であると考えられる。 

 英語を学ばなければならないという条件を設定する上で大切だと考えられることは到達

基準である。松宮（2013）は授業担当者自らが授業指導不安を克服することができるよう

にするためには、指導する教員に求められる到達基準や目標を設定することが大切である

と述べている。松宮の主張から考えられることは、今後の外国語教科化のためにも教員に

到達基準を設定することが大切ということである。英語も資格がなければ教えることがで

きないというような基準を設定することが、英語教員における長期的な視点での解決策で

あるといえる。 

 フィンランドの外国語教育から、日本に取り入れられることは複数存在した。クラスサ

イズを変更するなどは国単位で決めなければならないことであるため、すぐに実現するこ

とは難しく、教員の増員が必要となってくるため、取り入れることが難しいと考えられる。

しかしながら教員養成に関しては改善の余地はあるであろう。フィンランドと比較する中

で、より一層日本の小学校教員の養成が大切であることが考えられる。すぐに実行できる

策と長い見通しでの策があるものの、いずれにせよ外国語教科化に向けて実施しなければ
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ならない。 

 本章において、フィンランドと日本の外国語教育体制に着目して比較をした。その中で、

フィンランドは多言語教育体制が整っていたり、教員に自信があったりするなど日本と比

べて非常に優れているということが明らかとなった。しかし日本の英語教育体制に取り入

れられることも複数存在することが確認できた。現教員に向けた研修を強化することで、

教員の英語運用能力や指導力を養成しなければならないこと、そして教職科目に英語を含

めることが必要であるといえる。しかしながらフィンランドの体制をそのまま日本に取り

入れようとすることは難しい。フィンランドの外国語教育は世界的に優れているが、その

中でどの体制を見習うかの選択が必要であることが明らかとなった。 
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3 内発的動機づけが小学校英語教育に与える影響 

 第 1 章では日本の小学校英語教育における問題点として、外国語が教科化されたときに

児童が外国語活動に関して感じている楽しさや面白さが薄れてしまう危険性があるという

ことを確認した。この問題を改善するために現在の児童のモチベーションを維持できるよ

うな活動を考えなければならない。そこで本章では内発的動機づけに着目し、定義づけを

行ったうえで、実践例をもとに分析し、日本の小学校の英語教育に内発的動機づけがどの

ように影響するかを検討する。 

 

3‐1 内発的動機づけとは 

 本節では児童の英語教育におけるモチベーションの維持のために必要であると考えられ

る内発的動機づけに着目する。第 1 章で確認した外発的動機づけとは違い、内発的動機づ

けは児童の英語教育に対する楽しさや面白さを維持できる動機づけであると考えられてい

る。そのため、本節では内発的動機づけとはどのようなものなのかをさまざまな学者の内

発的動機づけに関する意見を参照しながら、本論文における内発的動機づけを定義づけす

る。 

 内発的動機づけに関して外国語教育の研究者である長沼（2011）は、内面から沸き起こ

る喜びからの行動は内発的に動機づけられていると述べている。つまり内発的に動機づけ

られた人にとって行動することそのものが褒美となっていて、楽しいから行う以外の理由

なしに行動を始めるということを述べている。また長沼は内発的動機づけの源泉として、

楽しさ、興味、有能性の 3 つをあげている。長沼の定義から、内発的動機づけには楽しさ

という要素が大切だということが理解できる。その楽しさが行動の褒美であり、その楽し

さを感じたいがために行動するということがいえる。また心理学者の Ryan&Deci（2000）

は内発的動機づけによる行動の特徴として “free choice” という言葉をあげている。つまり

ある事をやってもやらなくてもいい状況において、内発的な動機づけをされた人は自ら行

動に出るということである。なぜならそれはその出来事に対して、やりたいという意欲が

あるからである。このように人が本質的な興味や楽しさ、本質的な満足を求めて行動する

ことは内発的に動機づけされていると Ryan&Deci は述べている。この 2 人の定義から、内

発的動機づけは意欲的な行動や自発的な行動を引き起こすことができると考えられる。や

るかやらないかはその人次第という状況で行動に移すことができる、この現象を引き起こ

しているのが内発的動機づけであるといえる。つまり内発的動機づけには自発性が含まれ

ていることが考えられる。 

 心理学者の Williams&Stockdale（2004）は、内発的動機づけは外発的動機づけよりも優

れていると述べている。その理由として、内発的動機づけは児童の学習への自発性を維持

することにおいて、先生の存在や先生による学習の勧めが必要ないからであると述べてい

る。つまり内発的に動機づけされている児童は、先生がいなくても自ら学習を始めたり、

先生に勉強しなさいと言われなくても学習をしたりする。反対に外発的に動機づけされた
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児童は、先生に怒られるから勉強したり、勉強しなければゲームをさせてもらえないから

勉強したりするなど、勉強以外の罰や報酬が存在している。このような内発的動機づけと

外発的動機づけの違いから分かることは、外発的な動機づけによって勉強する児童は勉強

以外の目的のために行動を行うため、勉強意欲は低く、学習の習熟度も低いと考えられる。

そのため内発的に動機づけられた児童の方が勉強そのものへの意欲が高く、習熟度が高い

と考えられる。しかしながら Williams&Stockdale は児童への動機づけのすべてを内発的動

機づけにすることは不可能であると述べている。その理由として、児童は勉強したいとい

う欲求と共に、単位を取らなければならないという感情や、テストでいい点を取らなけれ

ばならないという感情を持っているからである。学習において評価や試験がある以上、す

べてが内発的な動機にはならない。つまり Williams&Stockdale は、内発的動機づけは外発

的動機づけよりも実用的な利点はあるが、外発的動機づけも学習において関与していると

述べている。この 2 人の主張から、内発的動機づけは学習意欲を高めるものであり、長期

的な学習意欲と習熟度の向上という利点が考えられる。しかしながら外発的動機づけも学

習の上で必要であるということから、内発的動機づけと外発的動機づけのバランスが重要

になってくるといえる。内発的動機づけだけでは児童一人ひとりが自由な目標を設定して

しまうため、英語の習熟度に個人差が出てきてしまうし、外発的動機づけだけではテスト

や評価に重点が置かれてしまい児童の意欲が薄れてしまう可能性が考えられる。 

教育学の研究者である安藤、他（2008）は動機づけと積極的授業参加には正の関連があ

ると述べている。特に授業における「注視と傾聴」の項目において動機づけが関連してい

るという。内発的動機づけは内容の興味や活動における楽しさによる動機づけであるため、

学習内容に対する興味と共に、授業中に行われている活動に感じる楽しさが、積極的な授

業参加に強く影響しているという。このことから考えられることは、内発的動機づけを多

くの児童に施すことで試験などがあったとしても積極的な授業参加行動が見込まれるとい

うことである。教科化に向けて児童の授業に対する意欲の低下が予想されているが、内発

的動機づけによって試験の有無にかかわらず児童の英語の授業に対する意欲が増大する可

能性がある。 

これまで確認した内発的動機づけにおける定義や影響から、本論文における内発的動機

づけの定義を確認する。さまざまな学者による考え方から、内発的動機づけを引き起こす

要因として必要なものを 3 つ確認する。内発的動機づけに必要な条件の 1 つとして、「授業

に対する楽しさ」があげられる。児童が授業の活動に対して楽しいと感じることで、勉強

することに対してプラスの印象を与えることができ、より一層勉強をしたいという気持ち

を掻き立てることができる。対象が小学校の児童であるということからも、「楽しい」とい

うような感情を動かすというのは影響力が大きい。2 つ目の条件は「自発的な行動をする」

ということである。内発的動機づけと外発的動機づけの大きな違いとして、行動そのもの

以外の報酬や罰を必要としないところがある。そのため、Ryan&Deci が述べた‟free choice”

のように、やらなくてもいいという状況でありながら、自ら行動するというのは内発的に
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動機づけられているからこその行動であるといえる。そのため、内発的動機づけの条件と

して自発的な行動をあげることができる。3 つ目の条件は「満足感や達成感を求め、それが

持続する」ということである。2 つ目の条件にあったように、内発的に動機づけされると自

発的な行動をする。それは自ら決めた目標に向かって行動するために行動し、満足感や達

成感を求める。また、内発的に動機づけされた場合、外発的動機づけと異なり報酬や罰が

ないため、自らの目標を達成するまで行動が持続する。英語学習で例えると、英語のテス

トのために勉強するのではなく、英語で外国人と話せるようになるために勉強し、それが

達成できるまで自ら勉強を続けるということである。そのため、満足感や達成感を感じる

ことができるまで続けるという持続性がある。 

これらの 3つの条件を本論文における内発的動機づけの必須条件とし、定義づけをする。

本論文における内発的動機づけとは、活動に対して楽しさを感じさせ、自発的に活動させ

る要因となるものである。またその活動において満足感や達成感を得たいという心理的な

要因によって動機づけられ、それが持続するということである。ではこの内発的動機づけ

が小学校英語教育においてどのように影響するのだろうか。その例として考えられている

Can-do 評価に着目し、いかにして小学校英語教育に取り入れるべきなのかを検討する。 

 

3‐2 Can-do 評価によって解決できる問題点 

 日本の小学校英語教育の問題点の 1 つとして、児童のモチベーションの低下が予想され

ている。しかしながら前節で述べたような内発的動機づけを取り入れることによって、児

童のモチベーションを保つことができるのではないかと考えられる。そのため、本節では

内発的動機づけの例である Can-do 評価に着目して実践例を確認し、そこから小学校英語教

育に取り入れることができるか、また効果はあるのかを検討する。 

まず、内発的動機づけの例である Can-do 評価とは何なのかを確認する。英語学習におけ

る Can-do 評価のことを、長沼（2011）は、英語で何ができるかを具体的に記述した能力記

述と述べている。自己評価による目標達成確認やテスト結果のフィードバックに利用され

る。では実際に Can-do 評価を利用している例を確認する。                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                  

 まず、Can-do 評価の例として最も有名である CEFR に着目する。CEFR とは Common 

European Framework of Reference for Languages の略であり、ヨーロッパ言語共通参照

枠と訳される。CEFR は Council of Europe によって 2001 年に開発された枠組みである。

Council of Europe（2001）は CEFR に関して、ヨーロッパ各地の言語のシラバスやカリキ

ュラムのガイドライン、試験や教科書などの精緻化のための共通基盤を提供するものであ

ると述べている。また CEFR は言語学習者がコミュニケーションをとれるようにするには

どんなことをしなければならないのか、効果的な行動をするためにはどんな知識や技術を

向上させなければならないのかということを設定しているという。このように CEFR は英

語の教育現場において多大な役割を果たし、特にコミュニケーション能力向上のための指

針を示している。具体的な枠組みに着目すると、CEFR は習熟度別に A1、A2、B1、B2、
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C1、C2 の 6 段階に分かれている。表 1 で示すように、それぞれの段階によって到達目標は

異なり、具体的な例もあるため自己評価がしやすい形になっている。またブリティッシュ・

カウンシルによると CEFR は 38 言語で参照枠が提供されていて、言語資格を承認する根拠

にもなるため、国境や言語の枠を越えて、教育や就労の流動性を促進することにも役立つ

と述べている。つまり小学校での英語教育において CEFR のような指針を示すことで多く

の児童の目標を明確化することができる。実際に第 2章で分析したフィンランドではCEFR

を取り入れている。CEFR が設定した熟達度に沿って教員が授業をするという形をとって

いるため、児童にとっても目標が明確になり、教員にとっても授業の構成が明確のあるの

ではないかというメリットがある。 

 

表 1 共通参照レベル：全体的な尺度 

 

（出典 外国語教育Ⅱ 外国語学習、教授、評価のためのヨーロッパ共通参照枠） 

 

 しかしながら、CEFR の目的として、複言語主義や言語選択における多様化が含まれて

いるため、日本の小学校英語教育と同様に扱うことができない項目もある。複言語主義を

含んでいることを理解せずに日本の小学校英語教育に CEFR を取り入れてしまうと、児童

に寄り添った Can-do 評価のお手本にすることはできないであろう。実際にフィンランドは

複言語主義の国であるため、フィンランドでは取り入れられている部分がある。しかしな

がら、その他の CEFR の目的である、年齢に沿った Can-do 評価を定義することや学習と

指導の質や成功を促進することは日本の教育現場でも取り入れるべきことである。CEFR
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のすべてを日本の小学校英語教育に取り入れることはできないが、CEFR のような学習レ

ベルの指標は英語教育において大切であるといえる。 

次の例として英語検定に着目する。日本英語検定教会（2006）は英検 Can-do リストを

作成し、各級における分野別の熟達度を設定した。表 2 で示したように CEFR 同様、それ

ぞれの級によって具体的な熟達度が明記されているため、学習者が目標を設定しやすいと

考えられる。長沼（2011）はこの英検の Can-do リストに関して、ある級に合格したいから

勉強するという気持ちは外発的に動機づけられており、合格したとたんに満足感とともに

消えてしまうが、Can-do リストがあることで、何を目指せばよいのかが明確になり、自分

にもできるかもしれないとやる気と自信を与えることにつながると述べている。このよう

に Can-do リストがあることで、試験という存在やその結果だけに注目するのではなく、試

験を経ることで得られるものや、試験のために勉強することで得られるものに注目するこ

とができ、試験を終えても勉強を継続することができると考えられる。つまり試験が終わ

ってもつぎの目標へとシフトすることができ、継続的な学習が見込まれる。 

 

表 2 英検 4 級 Can-do リスト 英語合格者の実際の英語使用に対する自信の度合い 

 

（出典 日本英語検定協会） 

 

 CEFR と英語検定の Can-do リストに着目していくなかで、Can-do リストが学習者に与
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える影響が大きいことが考えられる。ではこれを小学校の英語教育に取り入れて、児童の

学習のモチベーションを維持することができるのだろうか。英語検定の Can-do リストと小

学校で用いるべき Can-do リストの違いとして、長沼（2011）は英検 Can-do リストのよう

な誰にとっても参考となるように一般向けに記述されたリストを参照しても、教室内で行

っている活動とのつながりはなかなか見えてこないという。つまり各小学校や各クラスに

よって指導方法が違い、テストの具体的内容も異なっているのにもかかわらず、Can-do リ

ストを統一するのは児童に寄り添ったものではなく、児童が目標や熟達度を把握しにくい

と考えられる。そのため、もし小学校での英語教育で Can-do 評価を取り入れるのであれば、

教員は担当の児童に寄り添った独自の Can-do リストを製作しなければならない。では実際

に小学校で行われた Can-do評価の実践例から Can-do評価が小学校英語教育の問題点を解

決できるのかを検討する。 

 本節で取り上げる Can-do 評価の実践例として、田中と中村が 2016 年度に信州大学教育

学部付属松本小学校（以下、松本小学校）で行った Can-do 評価を取り上げる。この学校は

中村が勤務する学校である。松本小学校では外国語活動を専科教員と ALT のチームティー

チングが行っている。今回の実践例の対象は松本小学校の 4 年生の１学級 34 名とされてい

る。Can-do リストは田中と中村が、対象となる松本小学校の 3 年生から 6 年生に 2015 年

4 月に行った英語コミュニケーション能力に関する自己評価アンケートを基に製作したも

のである。児童のコミュニケーション能力の自己評価と教員による児童の観察結果の両方

の観点から Can-do リストを製作した。対象となる学級の学習到達目標は「好きなものを尋

ねることができる（技能：スピーキング）」であり、単元目標は「日本や世界で食べられて

いる小麦粉の料理を比べたり、食べたい小麦粉料理について伝え合ったりすることを通し

て ALT の先生（アメリカ出身）の文化を感じながら、日本の食文化のすばらしさを見つめ

直すことができる」ということである。 

田中らが製作したCan-do評価を基に行われた授業は6時間の展開でそれぞれに活動内容

や目標が設定されている。中村はそれぞれの授業の終わりに児童へ授業の振り返りの感想

と自己評価を書かせた。各時間に対する児童の感想の結果が表 3 である。この結果から、

児童の学習意欲が高いことや、授業を楽しんでいるということが理解できる。また「こん

なことができた」、「次はこんなことがしてみたい」というような具体的な感想が聞けたこ

とにより、今後の授業の展開を考え直すことができるといえる。しかしながら今回の実践

例の欠点として考えられることは、児童が Can-do リストを把握できていないということで

ある。児童は授業の終わりに自己評価を行い、感想を書いただけである。その自己評価も、

相手に好きなものを尋ねる表現に慣れ親しむことできたかというあいまいな質問であり、

細かな熟達度がわからない。また児童が書いた感想と田中らが作った Can-do リストを比較

することで自らの熟達度が理解できるにも関わらず、それができていない。低学年の児童

に比較をさせるのは難しいかもしれないが、外国語が教科となる高学年にとっては可能で

はないだろうかと考えられる。児童に自己評価や感想を書かせるだけでなく、そこから自
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分の熟達度がどの程度なのか把握させることが大切である。 

 

表 3 各時間に対する児童の感想 

（出典 小学校外国語活動における CAN-DO リストに基づく単元と評価） 

 

また中村は、第 6 時の授業の終わりにはスピーキングテストを行い、児童が外国語に慣

れ親しんだかを教員が「とてもできた」「まあまあできた」「できなかった」の 3 段階で評

価したという。その結果、「とても」が 26 名、「まあまあ」が 4 名、「できなかった」が 1

名であった。また児童に対しても上記の自己評価として、「とてもできた」「まあまあでき

た」「あまりできなかった」「まったくできなかった」の選択肢で当てはまるものを選んで

もらった。その結果、「とても」が 17 名、「まあまあ」が 13 名、「あまり」が 1 名、「まっ

たく」が 0 名であった。田中らによると教師と児童の評価の一致率は 54.8%であった。一

致しなかった件数のうち、教師の評価が児童の評価より高かった件数は 11 件、逆に児童の

評価が教師の評価より高かった件数は 3 件であった。この自己評価の結果から、教師と児

童の評価に差があることが明白である。つまり、児童による自己評価がなければ教師の評

価だけで授業が進行していくことになり、評価の差が大きくなっていくことが予想できる。

そのためにも児童に自己評価をさせることが大切である。また教師は自分が行った評価と

児童の評価を比べることによって、今後の授業展開や指導方法を検討することができる。

つまり、Can-do 評価は児童のモチベーションを保つ目的であり、教師にとっても児童の熟

達度を把握したり、授業の構成を考えたりできる要因であると考えられる。 

Can-do 評価の実践例から、Can-do 評価が児童や教師に与える影響が大きいことが分か

った。小学校で Can-do 評価を取り入れるためには、各小学校や各クラスの教師が児童の学

力を把握したうえで、児童に合った Can-do リストを製作しなければならない。このような
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Can-do リストを作るのは大変であるが、Can-do リストがあることでメリットは大きい。

児童にとってのメリットは自らの熟達度を把握でき、また目標設定も容易であるため学習

意欲が高まる。教師にとってのメリットは児童の熟達度を把握できることはもちろん、児

童の自己評価から指導方法などを検討し改善することができる。Can-do 評価を取り入れる

ことで、児童のモチベーションを保つだけでなく、教師のモチベーションも挙げることが

できると考えられる。内発的動機づけの例である Can-do 評価は児童や教師にとって取り入

れる価値があると考えられるため、次節では内発的動機づけが小学校英語教育に与える影

響をまとめる。 

 

3‐3 内発的動機づけが小学校英語教育に与える影響 

 前節では内発的動機づけの例である Can-do 評価の実践例から、小学生に対して Can-do

評価が効果的であることを確認した。また教師に関しても、Can-do 評価を取り入れること

で児童によりよい授業を取り入れることができることを確認した。本節では実際に内発的

動機づけを小学校英語教育に取り入れることを想定し、どのように内発的動機づけを扱う

べきかを検討する。また、英語が外国語として教科化されたときにどうして内発的動機づ

けが必要になってくるのかを考察する。 

まず、内発的動機づけを取り入れるために必要なことについて確認する。動機づけを取

り入れる前の前提条件として、心理言語学者の Dӧrnyei（2001）は 3 つの条件を挙げてい

る。それは適切な教師の行動と学生との良好な関係、楽しくそして支持的な教室の雰囲気、

適切なグループ規範を持った団結力のある学習者たちの 3 つである。この条件から、教師

と児童の関係、児童同士の関係が大切である。内発的動機づけを取り入れるのは教師であ

り、教師の信頼性がなければ児童に動機づけすることはできないであろう。またさらに Dӧ

rnyei は学習開始時、学習中、学習の振り返りの 3 つの段階においての動機づけの重要性に

関して述べている。まず、学習開始時の動機づけの喚起に関して、学習開始以前に、学習

する言語に対する肯定的な価値観を高めることが重要であると述べている。児童が学習に

対して楽しいと感じさせるためには、言語に対してプラスのイメージを持たせることが大

切であると考えられる。英語を学習する前から、英語に関して否定的なイメージを持たせ

てしまえば、学習意欲が低くなってしまうであろう。そのためにも、本格的に学習する以

前に、英語に関して肯定的な価値観を高めることが重要であると考えられる。 

 2 つ目の段階に関して Dӧrnyei は動機づけの維持・保持をあげている。動機づけの保持に

は学習をできるだけ楽しいものにし、単調で飽きたという状態を作り出さないようにする

ことが必要であると述べている。つまり動機づけを取り入れることができたとしても、そ

れを継続していかなければならないということである。内発的動機づけは特にこの維持と

保持が大切である。なぜならば、外発的動機づけのように試験などがあるわけでもなく、

試験に対する罰や報酬はないからである。学習そのものが魅力的で、学習意欲がかきたて

られるようなものでなければ、学習は継続できない。つまり、学習内容や授業が魅力的で



206 

 

楽しいものであれば、児童の学習意欲は継続するということである。このような授業の楽

しさを継続させることが大切であり、継続することができれば児童はずっと学習に対して

意欲的になると考えられる。 

 3 つ目の段階として、Dӧrnyei は肯定的な自己評価のための学習の回顧が大切であると述

べている。つまり学習後に動機づけを強化させる方法として、学習者が学習を振り返るこ

とが重要であるということである。これは 2 節で確認したように、学習者が学習を振り返

ることで、自らの熟達度を確認し、次の目標をたてることができるということから、学習

者のモチベーションを維持することができる。動機づけは最初の導入の部分だけではなく、

動機付けを保持すること、そして学習後も自己評価することで、強化することができる。

そのため、小学校の英語教育においても、動機づけをしていく上で継続的に動機づけの強

化をしていかなければならないであろう。 

 では実際に外国語として英語が教科化されたとき、内発的動機づけが効果的であるかど

うかを検討する。第 1 章で確認したように外国語として教科化された場合、これまでの外

国語活動とは異なり、態度や意欲だけではなく、技術面を評価しなければならなくなって

くる。そうすることで、これまで意欲的に授業に参加していた児童が、外発的動機づけに

よって学習意欲が薄れてしまうのではないかと考えられる。そこで、実際に技術面を図る

テストを実施した研究例から、内発的動機づけの必要性を検討する。 

本節で取り上げるのは久保が2015年度に行った小学校の外国語活動における評価テスト

の実践例である。久保は実践を 2 回行った。1 回目の実践の対象は旭川市内の A 小学校の 6

年生 22 名に対して、Hi, friends!の Lesson4 の単元テストを実施した。久保によると、理

解（聞くこと）の技能を見取るためのリスニング問題と、表現（話すこと）の技能を見取

るためのスピーキング的な問題を、Hi, friends!のテキストを基に作成した。大問は 3 つあ

り、15 分程度のテストであった。その結果として、リスニングの音声が普段の授業より速

かったにもかかわらず、正答率は高かった。久保はこの到達度テストを経て、外国語活動

に楽しく取り組んでいるように見えた児童の正答率が低かったり、積極的に取り組んでい

ないように見えた児童の正答率が高かったりしたことに関して興味深く感じたという。つ

まり、この実践結果から考えられることは、児童の学習意欲や授業での態度は児童の英語

の技術の高さに必ずしも比例しないということである。これまで外国語活動として、テス

トがない楽しい授業を行ってきたが、児童が楽しんでいるからといって必ずしも児童が英

語を習得しているとは限らないということである。つまり、この実践例から到達度テスト

の必要性が明らかになったといえる。テストがなければ児童が心から授業を楽しみ、英語

そのものを好きになってくれていると思われていたものの、児童が必ずしも英語を習得し

ていないということが考えられる。では児童はテストに関してどのように感じているのだ

ろうか。 

久保が行った 2 つ目の実践を取り上げる。対象は旭川市内の A、B 校（ともに 6 年生）

と C、D 校（ともに 5 年生）である。A 校は上述の通り 22 名、B 校において Lesson6 は
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70名、Lesson8は 71名、C校は 25名、D校は 55名であった。6年生はLesson6とLesson8、

5 年生は Lesson７と Lesson8 の単元を扱った。今回の実践では、1 単元 4 時間であるため、

前半の 2 時間を新出単語の意味の理解に、後半の 2 時間を新出表現の理解に重点を置いた

設問にした。その結果いくつかのことがわかったという。まず、前半の 2 時間で行った新

出単語の問題に関して、どの設問も正答率が高かったという。一方で後半の 2 時間で行っ

た熟語や表現に関する問題に関しては正答率が単語の設問ほど高くなかった。これらから、

単元における授業内容の構成を考え直さなければならないことがわかった。また今回単元

の終わりにテストを行うという形であったため、実践に協力していただいた先生方も、児

童にとって負荷がなく、実態に合った問題であったという意見があげられたという。この

ようにテストを行うことで、授業の構成やテストの実施時間を考え直すことができる。ま

たもっとも注目すべきこととして、久保が到達度テスト後に実施した児童へのアンケート

において、「英語のテストは驚いたけど、自分なりによくできたと思いました。さらに英語

の授業をがんばりたいと思いました」や「英語のテストのとき、発音は苦手だったから自

信はなかったけれど、意外にできたからうれしかったです」という英語テストにおける前

向きな意見もあり、テストをしたことによって学習意欲が高まることもあるということで

ある。テストをすることすべてが児童の学習意欲を薄れさせるものではないといえる。 

評価テストを行った実践例から、評価テストが児童にとって自らの英語力を知る指針の 1

つになっていることが考えられる。本来のテストの目的は児童の英語の習熟度を教員が成

績をつけるために行ったものであるにもかかわらず、児童がテストから自らの習熟度や反

省点を見つけることができた。つまりテストを教員の成績をつけることに使用するのでは

なく、テストを行った上で児童にテストの自己評価をさせること、自分の習熟度を理解し

次の目標を設定する材料とすることを主な目的にするべきである。 

内発的動機づけを小学校英語教育に取り入れるためには、勉強を始める前に英語に対し

て肯定的な価値観を持たせること、動機づけを維持すること、学習後に自己評価すること

が大切である。また小学校において英語が外国語として教科化され、テストが実施されそ

れが評価対象になったとしても、期末だけという形ではなく単元ごとに行ったり、生徒の

熟達度に寄り添ったテストを行ったりすることで、教科化されても児童の英語学習に対す

るモチベーションは下がらないのではないかと考えられる。 

本章では内発的動機づけについて考察した。内発的動機づけは児童に授業を楽しませる

ことで、児童に学習意欲をかきたてさせるものである。また Can-do 評価の実践例から自己

評価の大切さや Can-do 評価によって教師もよりよい授業にすることができる。さらに動機

づけを取り入れ、維持することで児童のモチベーションを継続させることができる。そう

すれば英語が教科化されてテストを行ったとしても児童の学習意欲を維持することができ

るということが確認できた。 
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終章 

 2011 年から始まった日本の小学校での英語活動は、2020 年の英語の教科化に向けて準備

を始めている。本研究の目的は現在の外国語活動における問題点を明らかにし、英語教育

の教科化に向けての解決策を提示することであった。本論文では、教員の英語における運

用能力や意識の低さ、そして英語が教科化された場合児童のモチベーションが薄れてしま

うという 2 点を英語教育の問題点として取り上げた。そこで教員の問題に関してはフィン

ランドの教育体制や教員養成の観点から、日本の小学校教員に取り入れることができる対

策はあるかどうかを検証した。また児童のモチベーションに関しては、内発的動機づけに

着目し、Can-do 評価を授業に取り入れることで英語が教科化されてテストを行うことにな

ったとしても、児童のモチベーションが維持できるかどうかを検証した。 

 第 1 章では日本における小学校英語教育の現状に着目した。文部科学省が掲げる英語教

育の学習目標と学習内容において、総合的な学習の時間内で行われる外国語活動と教科と

しての外国語の相違点を確認した。また文部科学省が行ったアンケートから、実際に行わ

れている外国語活動の現状を読み取り、文部科学省が理想とする外国語活動とのずれがあ

ることを明らかにした。その内容として教員の英語運用能力と意識が低いこと、教員や ALT

の人数が少ないこと、クラスサイズが大きすぎることが明らかとなった。また児童に対す

るアンケートの結果から、児童は外国語活動を楽しんでいることが明らかとなった。しか

しながら、英語が教科化してしまうと試験や数値的評価をしなければならない。そうする

ことで児童は英語を純粋に楽しむことはできず、児童に英語に対するモチベーションが薄

れてしまうのではないかという問題点を提示した。 

 第２章では日本の小学校の英語教育の問題点の 1 つである教員の英語運用能力と意識の

低さに着目した。そこで教育体制全般において世界的な手本とされているフィンランドの

教育体制や教員と比較し、日本の教員に取り入れることができるかどうかを検証した。フ

ィンランドでは多言語教育が実現していて、最大で 5 言語を学ぶことができる環境が整っ

ている。また教員に関してもフィンランドでは教育学部に入学することが難しく、さらに

小学校教員になるためには修士号を取得しなければならないため、日本の教員と比べて英

語力が高い。またフィンランドでは教育実習が長いため、日本の教員と比べると英語の指

導能力も高い。フィンランドの教員養成をそのまま日本で実施することは難しいが、日本

で取り入れるべき改善策として3点考えられる。1つ目は日本の現教員に対する研修である。

現教員は研修に対する意識が低いため、研修の強化が必要である。2 点目は短期的な視点と

して、フィンランドが取り入れていたような教育実習を日本でも取り入れることである。

しかしながら現教員が教育実習を行うことは不可能であるため、日ごろの外国語活動にお

いて他の教員が授業を見学したり、評価したりする機会が必要である。このように他教員

から評価されることで指導法を検討する材料となり、この活動を繰り返すことで指導に自

信を持てるようになると考えられる。3 点目は長期的な視点として、大学における教員養成

である。現在小学校教員になるための教員採用試験には英語が含まれていない。しかしな
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がら英語を教えなければならないのは不自然である。フィンランドのように副専攻で学ん

だり、英語能力における到達目標を設定したりすることで教員の自信にもつながる。フィ

ンランドの体制を日本の小学校教員に対してそのまま取り入れることのできなくても、今

後日本の小学校英語教育を改善するために、現職員への研修の強化や教職課程の見直しが

必要であるということが明らかになった。 

 第 3 章では内発的動機づけに着目し、英語が教科化されテストや評価が取り入れられた

としても、内発的動機づけを取り入れることで児童の英語学習におけるモチベーションを

維持できるかどうかを検証した。まず内発的動機づけの定義を行った。本論文における内

発的動機づけとは、活動に対して楽しさを感じさせ、自発的に活動させる要因となるもの

であり、またその活動において満足感や達成感を得たいという心理的な要因によって動機

づけられ持続するということである。この内発的動機づけの例である Can-do 評価の実践例

から、学習における目標を設定することや、学習において自己評価をすることで児童の学

習におけるモチベーションが上昇することが明らかになった。さらにこれまで試験を行う

ことで児童のモチベーションが下がってしまうのではないかと考えられていたものの、児

童は試験によって満足感や達成感を得ることもあるということが明らかになった。英語が

教科化され、テストや評価が加わる 2020 年に向けて、児童に学習目標や熟達度を把握させ

ること、授業の自己評価をさせることが大切であり、試験においては実施期間を見直すこ

と、児童の習熟度に寄り添った試験内容にすることが大切であるということが明らかにな

った。 

 本論文では教員と児童に着目し、小学校英語教育における問題点を明らかにした。どの

ようにしたら教員の英語運用能力や英語に対する意識をあげることができるのか、英語が

教科化されても児童のモチベーションを維持することができるかを検討した。その結果教

員養成に関しては、フィンランドの教育体制や教員養成を比較対象として分析したが、フ

ィンランドの政策をそのまま取り入れることは困難であることが明らかとなった。しかし

ながら、フィンランドの分析から、短期的な視点での改善点としては現教員に対する研修

の強化と教員同士の授業評価を取り入れること、長期的な視点での改善点は大学での教員

養成に英語を含めることが必要である。児童に関しては児童の学習に対するモチベーショ

ンを維持するために、内発的動機づけを取り入れることが重要であることが明らかとなっ

た。児童が学習を楽しいと感じること、学習目標を持つこと、授業を自己評価することが

児童の学習へのモチベーションの維持につながる。内発的動機づけを取り入れることで、

英語が教科化され、テストが行われても児童の学習に対するモチベーションを維持できる

ということが明らかになった。 

このような教員や児童に対しての改善策は、教科化される 2020 年までに準備を進めてい

かなければならない。教科化するための準備期間である現在、教科ではない外国語活動で

多くの問題が生じている。このまま積極的に準備を進めなければ教科化しても現在のよう

に問題を多く抱えたままとなってしまう。本論文では教員の英語運用能力と指導力の強化
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と児童へ内発的動機づけを取り入れることがこれからの小学校英語教育において重要な改

善点であると結論づけた。しかしながらどのように教員の指導を行うのか、児童のための

Can-doリストは誰が作るのかというような具体的な改善方法に関しては課題を残している。

教員を養成することで児童の英語の熟達度の上昇や高い目標設定が見込めるのではないか

と考えられるため、今後教員と児童の関係性に関して検討していくことが課題である。し

かしながら本論文の主題である小学校英語教育において、教員と児童の問題点に着目し、

教員に関しては長期的視点と短期的視点の改善策を提示することができ、また児童に関し

ては教科化後の問題点を分析し、モチベーションの維持のための改善策を提示することが

できたことに本論文の意義がある。 
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